
 

職務権限規程 

 

第１章 総則 

 

第１条(目的) 

本規程は、当社における各職位の権限と責任を定め、業務の組織的かつ効率的な運営をはかること

を目的とする。なお、本規程に関する申請等の手続きは当社所定のワークフローシステムを使用する

ことができる。 

 

第２条(適用範囲) 

本規程は当社の取締役、就業規則に定める社員、契約社員および派遣社員並びにパートタイム労働

者、その他の労働者等、全役職員に適用する。 

 

第３条(定義) 

本条各号に掲げる用語の定義は、次のとおりとする。 

(１)職位とは、組織における業務遂行上の地位をいう。 

(２)職務とは、経営活動として行うべき業務について、各職位にて遂行すべきものとして割り当て

られたものをいう。 

(３)権限とは、職務の遂行にあたって与えられた執行権および責任ならびにその限界範囲をいう。 

(４)責任とは、１つの職位の機能の個々の面であって、その職位にある個人が行わなければならな

い職務内容，その職位に伴う責務である。 

(５)命令とは、指令系統に基づいて部下に業務の遂行を命ずることをいう。 

(６)決定とは、自己の裁量により自らの責任において決定又は許可することをいう。 

(７)決裁とは、権限行使の遂行を承認することをいう。 

(８)承認とは、審査、検討し上申事項に対して了承を与えることをいう。 

(９)起案とは、立案、提案、申請等をすることをいう。 

 

第２章 責任および権限 

 

第４条(職位の責任および権限) 

１.各職位には、明確な範囲の責任事項と、その遂行に必要な権限を与えられなければならない。 

２.上位者から下位者に対する命令系統が統一されるように、責任と権限を定めなければならない。 

 

第５条(権限の行使) 

１.権限の行使は、その職務を処理する立場にある職位の者が自ら行うものとする。 

２.権限を行使する者が、傷病・出張などにより、権限を行使することができない場合は、その職位の

上位者が代行するものとする。 

３.前項の定めにかかわらず、権限を行使する者が、長期不在となる場合には、上位者が専任の取扱者

を任命して代行させることができる。 

 

第６条(権限の委任) 

１.業務その他の都合により、職務の一部を委任する場合は、その遂行に必要な権限も併せて委任しな
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ければならない。 

２.前項の場合、委任者は当該委任により、その職務についての責任を免れるものではない。また、受

任者は委任者に対して、経過および結果について、必ず報告しなければならない。 

３.職務権限を委任した場合、「権限委任書」又は「承認一覧表」を作成し、取締役又は事業マネジャ

ーの承認の上、総務部に届け出なければならない。 

 

第７条(異例事項等の処理) 

各職位は、職務権限内の事項であっても、異例な事項又は疑義ある事項についてはその都度、直属

上位者の指示に従って処理しなければならない。 

 

第８条(緊急時の応急対処) 

各職位は、天災その他緊急やむを得ない事由があるときは、自己の職務権限以外の事項について

も、緊急の応急処置をとることができる。その場合は、事後速やかに関係職位に報告しなければなら

ない。 

 

第９条(報告の義務) 

職位にある者は、権限を行使した場合、その結果について必要な事項を適宜、直属上位者に報告し

なければならない。 

 

第10条(各役職者の職務) 

各役職者の職務は次の通りである。 

(１)代表取締役は、定款および株主総会、取締役会の決定に基づき当社を代表し、経営全般を総覧

し業務を統括する。 

(２)顧問は、代表取締役の求めに応じて当社の業務執行を助言する。 

(３)取締役は、代表取締役を補佐し、代表取締役不在のときはその職務を代行する。又取締役会の

合議体の決定において委任された業務を担当する。 

(４)事業責任者であるマネジャーは、取締役の決定で決められた業務執行の方針に基づき、指示さ

れた特定の業務を執行し、担当する部署を統括する本部の業務を遂行する。 

(５)事業責任者ではない、管理者、リーダーはマネジャーを補佐する。 

 

第11条(所管および改廃) 

本規程の所管は総務部とし、改廃は取締役会で決定する。 

 

附則 

第１条(施行) 

１. 本規程は、２０２５年８月１日 から施行する。 

 

 

 


